
共同観測による高密度強震計アレイ

DenseStrongMotionAITayConstructedbyCooperativeObservation

★

植竹富一

TomiichiUETAKE

CoopelativeobservationisasteptoconsmlctdensesUongmotionalTay,becauseitmeansgatheringofmany

observationalresources. IIllhispapel;thecooperativeobservationsareclassifiedintothreeb/pes.TTlefllstistempolary

observationbymanyorganizations.Thesecondisconsortiumtoconstmctnewobservationnetwolkfbrspecialstudies.

ThethiIdisthejomtdatabaseofseveralmdependentnetworks.nlistypeseemstobemosteffectivest"toconstmct

densenetwoIkbecausemanyorganizationshavenetworkmd"endentlymJapan.

Kg/woJzZs.･Cooperativeobservation,Temporaryobservation,Denseobservationnetwork,JOmtofobservationnetworks

共同観測，臨時観測，高密度観測網，観測網の連携

1 ．はじめに

1995年兵庫県南部地震をきっかけに、計測震度計網

が拡充されたl)2) . さらにK-Net3),KikFNet4)が整備さ

れ，全国規模で見た場合，強震計の設置密度は高まり，

被害を起こすような地震動を取り逃がす可能性は低くな

った．実際，兵庫県南部地震以降に発生した1997年鹿

児島県北西部の地震, 1998年の雫石の地震, 1998年の

仙台の地震2000年の新島・神津島近海の群発地震

そして平成12年鳥取県西部地震では， これらの観測網

によって大加速度の強震記録が提供されている．

これらの強震記録を将来の構造物の設計や地震防災に

合理的に生かして行くには，観測された強震動が生成さ

れた要因を明らかにしておく必要がある．強震動を生成

する要因である，震源，伝播経路，表層地盤の諸特性を

分離・把握するためには，空間的に広がった適切な密度

の観測点が必要である．特に，表層地盤の影響による地

震動の変動は大きく 5),6)， ある広がりを持った地域の

地震動を一点の観測記録で代表することは困難であると

考えられる．阪神・淡路大震災の例を見るまでもなく，

被害様相は狭い範囲で変化し，被害分布の一因としての

強震動の空間変化を把握するためには， より高密度の強

震観測が要求される．その意味では，上述の観測網は市

町村単位や数+kmスパンの設置となっており，必ずし

も十分な密度とは言えない． しかし，観測網の無制限な

広域化・高密度化は資金的にも物理的にも不可能である

から， 目的に応じた高密度化が必要である．

近年，防災情報の取得を主目的として，横浜市による

市域lう0点(2hnメッシュ）の強震観測網7)や，東京

ガスのガス導管網制御用の高密度地震観測網（約3700

機，約0.9km2に1カ所) 8)等が設置され，強震動研究

への活用も期待されている． しかしながら， こういった

観測網を各機関毎に設置・維持していくことは非常に困

難である．

本報告では，観測点の高密度化を目的とした共同強震

観測事例に関する報告を行う．なお，共同観測について

は片岡(1995)9)が，仙台高密度強震観測事業10), 関西

地震観測研究協議会（以下，関震協) 11), ESG釧路共

同強震動観測12)という3つの大規模な事例について報

告を行っている・ これらの事例は，地震計の持ち寄りあ

るいは共通目的のための新観測網の立ち上げから成って

いる．本報告では，この2つに既存の複数観測網(機関）

の連携という観点を加えた表－1に示す枠組みで，共同

観測による高密度化の試みについて報告する．なお，共

同観測には様々な要素が絡むため， この分類は必ずしも

適切ではないかもしれないが，敢えて分類を試みた．

2．臨時観測としての合同観測

被害地震発生後に，余震を捉えるために強震計による

余震観測が行われている．集中的に強震計が投入され高

密度の観測が実施される場合が多い．

1993年釧路沖地震後の釧路市域で行われた共同強震

観測12)は，多くの民間企業を加えた大規模なものであ

り，直径3km程度の範囲に23点の観測点を設置した．

設置した翌年に1994年北海道東方沖地震が発生し，釧

路市内の地震動の変化を捉えることに成功した．なお，

釧路では，共同観測のデータに独自の高密度観測データ
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を加え，地震動及び微動の空間変動について詳細な解析

を行っている例13)も見られる．

1993年北海道南西沖後には，東大地震研，京大防災

研，北海道大学理学部が共同で強震計による余震観測を

行った14). この観測では， しびの岬において1.69とい
う大加速度記録を観測している。

1995年兵庫県南部地震後の神戸では，その甚大な被

害と震災の帯と言われた特異な被害分布ゆえに，その原

因解明を目的に共同強震観測が実施された15),16),17)

共同観測により表層地盤の影響やエッジ効果の一端が明

らかにされた．

また，地震後ではないが， 日本建築学会の強震観測委

員会では,WG活動の一環として，静岡市において共同

観測を実施している18).

従来の据え置き型の強震計を現地に持ち込んでの共同

観測では， 1機関当たりの設置台数にも限りがあり， 同

一仕様の地震計をそろえることは困難であった．阪神大

震災以後，大地震後の余震観測を一つのターゲットとし

た機動型強震計の開発が行われ19)，最近では積極的に

観測が行われるようになった．

1999年のトルコ・コジヤエリ地震や台湾・集集地震

においても， 日本から携帯型の装置が持ち込まれ観測が

行われ，強震動特性を探る資料を提供している20) ’ 21）

ある程度発生が予想される余震に対して，集中的な観

測態勢を敷くということは現実的な戦略であり，今後と

もこういった事例は増えると考えられる.

こういった観測は，半ば閉じた組織を構成して行われ

るため，関震協11)の様に速報性も目的としているもの

もあるが，一般に地震後の迅速な情報公開には向かない

が観測のターゲットがあるため有用な成果が期待され

る．

4．既存観測網の連携

広域の地震動の空間変化を捉えるために，複数の観測

機関により得られた記録を統合して用いることは非常に

有効である．従来から，関東地方の波動伝播を捉えるた

めに記録の有効利用が行われてきた24)．近年では観測

点が増えたことにより， より直接的に波動伝播が描き出

されるようになってる25),26)． こういった試みは特定の

興味深い地震に対して記録を収集するという形で進めら

れてきたが，最近では，観測の段階から連携し，データ

交換を行っていくという試みが進められている．まず大

規模なものとして，気象庁の震度計網1)と地方自治体

の震度情報2)の連結が挙げられる． これは，記録波形

そのものを共有するわけではないが，計測震度という地

震動の特性値を共有化し，公開情報として流すことによ

り地震発生時の各地の詳細な震度分布が短時間でわかる

ようになった．ただし,観測点密度は市町村単位である．

より密な地震動情報を得るために，地域毎に各強震観測

機関が協力し高密度のネットワークを連携を図る試みが

行われている．

札幌では，札幌都市域の地盤構造とそれが地震動に及

ぼす影響に関する研究を推進するために，北海道大学が

中心になり，札幌地盤震動研究会27)を結成し1996年か

ら観測点を整備し，札幌市による観測点3点，現在

K-Nel3)観測点2点を含め14点で観測が行われている．

新観測網の整備と共に既存の観測網のデータの利用，地

盤情報などの共有という試みを行っている．

中京地域では，名古屋大学を中心に名古屋地域強震観

測研究会28)が立ち上げられ，国の機関（気象庁,K-Net,

港湾技研，建築研究所)， 自治体（愛知・岐阜・三重各

県，名古屋市)，大学（名古屋大学，豊橋技術科学大学，

愛知工業大学)，民間企業間で強震観測に関する情報交

換とデータ流通の試みが開始されている．連携先が複数

にわたるためか，情報交換手段としてインターネットを

採用するなど，従来の電話回線・専用線ベースの情報流

通とは違ったものを指向している．また，地震後の防災

情報共有を意識したものであり研究のための高密度化と

はやや異なる趣があるが，強震観測の一つの方向性とし

て注目すべきものである．

また，文部省の科学研究費により各都市圏毎に大学一

自治体のネットワークを連結したデータ流通の試みも行

われ始めている29)．首都圏・関西圏，中京圏札幌圏，
仙台圏，福岡圏の各都市圏毎に，強震動波形データネッ

3．共通目的のための新観測網の構築

既に共同研究を終了した仙台高密度強震観測事業’0）

や現在も継続している関震協11)のように共通の目的を

持った機関同士が資金を提供し合い観測網を構築する事

例がある．既存の重要観測点や観測網を補う形で高密度

に観測網を設置して，効率的に地盤の影響を解明しよう

という試みが，電力共通研究として行われている。なお，

電力共通研究とは各電力会社が共通の課題に対して費用

を分担し共同で実施する研究である．

一つは，東京大学地震研究所の足柄平野観測網を，補

完するように設けられた観測点群22)であり, ESGブラ

インドプレディクションテストの際に残された3次元不

整形地盤での地震動評価の課題を解決するために，水平

、鉛直両面から高密度の観測が実施されている．

もう一つは，兵庫県南部地震によって記録が得られた

神戸海洋気象台，神戸大学の観測点を海側， 山側から挟

むように設けられた観測点群23)であり，平成7年兵庫

県南部地震の際に得られた大振幅記録に含まれる地盤の

影響を明らかにするために，高密度の観測が実施されて

いる．なお， この研究では関西各地でも観測点を設置し
ている．
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トワーク装置や強震動基準観測装置を整備し，機動強震

動観測装置を組み合わせて効率的なデータ収集を図ろう

としている．また， こういった試みは，データの保存・

流通の体制が整っていない自治体のネットワークの記録

の有効利用にもつながっていくと考えられる．

観測装置の高精度化, GPSを用いた刻時装置の導入

により，データ精度や時刻精度など地震計の違いによる

問題は解決されていく 9)と考えられるが，防災目的の

地震計の場合，数を優先（値段を下げる）させるため，

機能上の制約から大地震以外は計測対象として十分な精

度を保証しないものや，時刻を必要としていない場合も

あり， 目的によっては十分活用できないデータもあるこ

とに留意しておく必要がある．
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5． まとめ

共同観測は観測のための資源を集約できるため，観測

点密度を高めるための手段として有効であるが，共同観

測にはそれなりの動機付けが必要であろう．大地震後の

共同余震観測では，余震という明確な対象があるだけに

共同観測の動機付けがしやすいが，平時においては共同

観測の意義付けは，特定の課題がないと難しいと考えら

れる．その意味で，地震防災情報としての強震観測情報

は，各機関の観測網のデータ共有化を目指す動機付けに

なりうるであろう．従来，各機関毎に独自の観測網を作

り上げてきた我が国では，各機関の持つ既存の観測網の

連携が，平時の高密度観測として現実的である．その際

に,情報交換手段が一つのネックとなると考えられるが，

それに対してはインターネットの利用など新しい試みが

行われている．個人的な意見ではあるが，物理的な問題

に加え，各機関独自の観測体制あるいは考え方の枠を如

何に超えていくかという事の方が共有化にとって重要な

問題と思われる．個々の機関が得た情報を如何に公共の

情報として扱って行くかは，特に私企業にとっては難し

い問題である．

最後に，強震観測点の高密度化，広域化は，強震観測

データの増大をもたらすことを忘れてはならない．莫大

な量のデータを維持・管理し，有効に利用していくこと

は，今後重要な課題となってくることは間違いのないこ

とである．
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表－1高密度化を目的とした共同強震観測

実施形態 主な目的 主な事例

計器の持ち寄りによる

臨時観測
･余震による強震動取得

･被害と地震動特性の関係把握
･ESG釧路共同強震観測

･被害地震の余震観測

新観測網の立ち上げ ･問題解決型の強震観測

･観測組織内の情報共有化
･仙台高密度強震観測事業

･関西地震観測研究協議会

･電力共通研究（足柄、関西）

既存観測網（機関）の

連携
･防災情報としての強震動情報の共有
･観測網の広域化

･データの保持、有効利用

･札幌地盤震動研究会

･名古屋地域強震観測研究会

･大都市圏強震動総合観測ネットワークシステム
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